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一般競争入札

拠点別ネットワーク監視装置保守

平成25年4月1日

(株)ﾄｰｺﾝ･ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ

公 示 日 平成25年2月21日

平成25年3月8日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ○

入札を辞退した業者から理由等をヒアリングした。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の１級上位及び１級下位の参
加等級を加えている。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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不落随契

アカウント管理システム運用支援業務

平成25年4月1日

伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株)

公 示 日 平成25年3月12日

平成25年3月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

JST川口本部機械警備業務

平成25年4月1日

ｾｺﾑ(株)

公 示 日 平成25年2月7日

平成25年2月27日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

電話交換機設備保守

平成25年4月1日

沖電気工業(株)

公 示 日 平成25年3月4日

平成25年3月13日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

再度公告により、入札期日の前日から起算して5日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者数が見込めなかったので、全等級に拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

11

一般競争入札

JST川口本部、東京本部及び東京本部別館の内線電話等設定作業

平成25年4月1日

沖電気工業(株)

公 示 日 平成25年2月22日

平成25年3月5日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

再度公告により、入札期日の前日から起算して5日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者数が見込めなかったので、全等級に拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度人事システムの運用支援業務

平成25年4月1日

ｶｼｵﾋｭｰﾏﾝｼｽﾃﾑｽﾞ(株)

公 示 日 平成25年2月5日

平成25年2月25日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度給与システムの運用支援業務

平成25年4月1日

ｶｼｵﾋｭｰﾏﾝｼｽﾃﾑｽﾞ(株)

公 示 日 平成25年2月5日

平成25年2月25日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

旅費業務効率化に係る運用支援業務

平成25年4月1日

(株)日本旅行

公 示 日 平成25年1月24日

平成25年2月7日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

(平成25年度)資金・予算管理システム運用保守契約

平成25年4月1日

(一財)日本ｼｽﾃﾑ開発研究所

公 示 日 平成25年2月26日

平成25年3月18日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

(平成25年度)経理システム運用保守

平成25年4月1日

(一財)日本ｼｽﾃﾑ開発研究所

公 示 日 平成25年2月26日

平成25年3月18日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

固定資産管理システムの運用サポート及びサーバの保守

平成25年4月1日

(株)日立製作所

公 示 日 平成25年2月1日

平成25年2月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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不落随契

管財管理運営業務

平成25年4月1日

(社)新技術協会

公 示 日 平成25年2月1日

平成25年3月7日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会を開催したものの、応札者以外に応札可能な者はいなかった。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の１級上位及び１級下位の参
加等級を加えている。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

平成25J-STORE・STC＋e-seeds.jpｼｽﾃﾑ用機材（ｿﾌﾄｳｪｱ含む）等の保守

平成25年4月1日

富士通(株)

公 示 日 平成25年2月4日

平成25年2月22日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度　J-STORE・STC＋e-seeds.jp公開特許情報等連携ｻｰﾋﾞｽ提供

平成25年4月1日

(株)ﾊﾟﾄﾘｽ

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度　J-STORE・STC＋e-seeds.jpｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守業務

平成25年4月1日

(株)ｼｽﾃﾑｱｰｷﾃｸﾁｭｱ

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

Web特許評価分析ｻｰﾋﾞｽBiz　Cruncherの利用

平成25年4月1日

(株)ﾊﾟﾃﾝﾄ･ﾘｻﾞﾙﾄ

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度　ｿﾌﾄｳｪｱ（TRUE　TELLERﾊﾟﾃﾝﾄﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ）の保守

平成25年4月1日

(株)野村総合研究所

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

31

参加者確認公募

特許情報提供サービス(Shareresearch)の提供

平成25年4月1日

(株)日立ｼｽﾃﾑｽﾞ

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

NRIサイバーパテントデスク２(法人パックE55)の利用

平成25年4月1日

NRIｻｲﾊﾞｰﾊﾟﾃﾝﾄ(株)

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

STNデータベースの利用

平成25年4月1日

(社)化学情報協会

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

市場調査データベース(MDB)の利用

平成25年4月1日

(株)日本能率協会総合研究所

公 示 日 平成25年2月21日

平成25年3月13日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

35

参加者確認公募

ASP型国内特許検索･分析サービス(ATMS)の利用

平成25年4月1日

富士通(株)

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

電子公募申請システムパッケージソフトウェア保守ならびに運用業務

平成25年4月1日

(株)ﾘｺｰ

公 示 日 平成25年2月8日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

38

一般競争入札

平成25年度 ｢技術移転に係わる目利き人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣の運営

平成25年4月1日

(財)全日本地域研究交流協会

公 示 日 平成25年1月30日

平成25年3月26日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して50日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会には複数の業者が参加している。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

新聞・雑誌記事、企業概要・財務情報、科学技術データベースの利用

平成25年4月1日

日経ﾒﾃﾞｨｱﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ(株)

公 示 日 平成25年2月1日

平成25年2月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

41

参加者確認公募

企業調査に係る役務提供「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｵﾝﾗｲﾝｻｰﾋﾞｽ」帝国ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ（年間契約）

平成25年4月1日

(株)帝国ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ

公 示 日 平成25年2月1日

平成25年2月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

情報資料館の機械警備ｼｽﾃﾑによる設備監視ｻｰﾋﾞｽ等

平成25年4月1日

ｾｺﾑ(株)

公 示 日 平成24年12月26日

平成25年1月15日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

平成25年度 科学技術情報発信･流通総合ｼｽﾃﾑ(J-STAGE)ｻｰﾋﾞｽ運用業務

平成25年4月1日

(株)ｱﾄﾗｽ

公 示 日 平成24年12月4日

平成25年3月11日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して50日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会には複数の業者が参加している。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度 科学技術情報発信･流通総合ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ運用･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守業務

平成25年4月1日

(株)日立製作所

公 示 日 平成24年12月3日

平成24年12月18日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度 ASP投稿審査ｼｽﾃﾑﾊﾟｯｹｰｼﾞ製品の利用(学協会ｶｽﾀﾏｲｽﾞ)

平成25年4月1日

(株)ｱﾄﾗｽ

公 示 日 平成24年12月14日

平成25年1月7日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

48

参加者確認公募

平成25年度 ASP投稿審査ｼｽﾃﾑﾊﾟｯｹｰｼﾞ製品の利用(ｻｰﾋﾞｽ提供者ｶｽﾀﾏｲｽﾞ)

平成25年4月1日

(株)杏林舎

公 示 日 平成24年12月14日

平成25年1月7日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度 J-STAGE書誌XML作成ﾂｰﾙ ｼｽﾃﾑ運用･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守業務

平成25年4月1日

(株)ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

公 示 日 平成25年2月4日

平成25年2月25日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度 J-STAGE基盤稼働支援

平成25年4月1日

新日鉄住金ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株)

公 示 日 平成25年2月4日

平成25年2月25日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度 JaLCｼｽﾃﾑ運用･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守業務

平成25年4月1日

(株)日立製作所

公 示 日 平成24年12月13日

平成25年1月4日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度 JaLC基盤稼働支援

平成25年4月1日

新日鉄住金ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株)

公 示 日 平成25年1月30日

平成25年2月20日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

総合情報システム等の運用

平成25年4月1日

ｱｲｴｯｸｽ･ﾅﾚｯｼﾞ(株)

公 示 日 平成24年12月26日

平成25年3月12日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して50日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会には複数の業者が参加している。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

知識基盤情報部共用ネットワーク機器保守

平成25年4月1日

伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株)

公 示 日 平成25年1月28日

平成25年2月20日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

知識基盤情報部共用ネットワーク機器の運用管理・監視業務

平成25年4月1日

伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株)

公 示 日 平成25年2月5日

平成25年3月6日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

学会名鑑ｼｽﾃﾑおよびJSTｼｿｰﾗｽmapｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守

平成25年4月1日

富士通(株)

公 示 日 平成25年2月14日

平成25年3月6日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

国内企業等に関する機関データの追加・更新データ購入

平成25年4月1日

(株)ﾗﾝﾄﾞｽｹｲﾌﾟ

公 示 日 平成25年2月14日

平成25年3月6日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度特許公報内引用データベースの購入

平成25年4月1日

(株)RNAi

公 示 日 平成25年2月14日

平成25年3月6日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度J-GLOBAL公開用ソフトウェアの年間ライセンスの購入

平成25年4月1日

(株)RNAi

公 示 日 平成25年2月14日

平成25年3月6日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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不落随契

平成25年度　WLPシステム管理

平成25年4月1日

富士通(株)

公 示 日 平成25年2月12日

平成25年3月11日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会を開催したものの、応札者以外に応札可能な者はいなかった。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度　JREC-INシステム保守

平成25年4月1日

富士通(株)

公 示 日 平成25年2月14日

平成25年3月6日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

平成25年度　WLP用機器（Sun）の保守

平成25年4月1日

日本ｼｰ･ｱﾝﾄﾞ･ｼｰ(株)

公 示 日 平成25年2月22日

平成25年3月11日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

平成25年度　WLPオペレーション業務

平成25年4月1日

東京ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ(株)

公 示 日 平成25年2月12日

平成25年3月11日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会には複数の業者が参加している。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ○

入札を辞退した業者から理由等をヒアリングした。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

STNデータベースの利用（知識基盤情報部）

平成25年4月1日

(社)化学情報協会

公 示 日 平成24年12月17日

平成25年1月9日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度日化辞Webアプリケーション保守

平成25年4月1日

富士通(株)

公 示 日 平成25年1月28日

平成25年2月18日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

【外貨】中国デジタル学術誌全文データベース利用契約

平成25年4月1日

萬方数據(香港)有限公司

公 示 日 平成25年1月28日

平成25年2月18日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

88

参加者確認公募

生命科学系ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｱｰｶｲﾌﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守・運用支援作業

平成25年4月1日

(株)日立ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ

公 示 日 平成24年11月1日

平成24年11月16日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

高機能生体DBアプリケーション保守・運用

平成25年4月1日

富士通(株)

公 示 日 平成25年1月25日

平成25年2月15日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

一塩基多型（SNP）情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの運用(ｹﾞﾉﾑﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ情報機能）

平成25年4月1日

(株)三菱総合研究所

公 示 日 平成25年1月17日

平成25年2月7日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

一塩基多型(SNP)情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの保守･運用(ｹﾞﾉﾑ情報関連を除く)

平成25年4月1日

(株)ｲﾝﾃｯｸ

公 示 日 平成25年1月17日

平成25年2月7日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

生命科学ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ横断検索 運用･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守業務

平成25年4月1日

三井情報(株)

公 示 日 平成24年11月9日

平成24年11月27日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

TogoDBのアプリケーション保守・運用作業

平成25年4月1日

(株)情報数理ﾊﾞｲｵ

公 示 日 平成25年1月23日

平成25年2月13日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

中国の科学技術動向に関する日本語記事作成及び「中国の地域情報」コンテンツの提供

平成25年4月1日

人民網日本(株)

公 示 日 平成25年1月23日

平成25年2月12日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

複合機保守契約（再リース）

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ(株)

公 示 日 平成25年2月7日

平成25年2月28日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

Ｈ25年度　SciVerse Scopusオンラインの利用契約

平成25年4月1日

ｴﾙｾﾞﾋﾞｱ･ﾋﾞｰ･ﾌﾞｲ

公 示 日 平成25年2月19日

平成25年3月11日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度　人事給与システム運用支援及び導入機器保守

平成25年4月1日

富士ﾃﾚｺﾑ(株)

公 示 日 平成25年2月19日

平成25年3月11日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

105

一般競争入札

透過電子顕微鏡年間保守（契約期間：H25.4/1～H26.3/31）

平成25年4月1日

日本ｴﾌｲｰ･ｱｲ(株)

公 示 日 平成25年3月8日

平成25年3月27日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な請負業者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

超高速シーケンサーシステム保守（契約期間：H25.4/1～H26.3/31）

平成25年4月1日

(株)ﾊﾞｲｵｼｽ

公 示 日 平成25年3月8日

平成25年3月27日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な請負業者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

テレビ会議システムネットワーク利用

平成25年4月1日

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾋﾞｽﾞﾘﾝｸ(株)

公 示 日 平成25年2月22日

平成25年3月19日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

競争性が確保されているにもかかわらず、結果的に一者応札・応募となったもの
と思われるため、業者等からの聴き取りはしていない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

波形可変型HIPIMS電源

平成25年6月5日

(株)ｱﾔﾎﾞ

公 示 日 平成25年5月14日

平成25年6月5日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な販売業者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

複合機保守

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ(株)

公 示 日 平成25年3月5日

平成25年3月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

180

不落随契

未来館他 関東方面 研修旅行手配 一式(山形県立米沢興譲館高等学校)

平成25年6月14日

(株)JTB東北

公 示 日 平成25年5月28日

平成25年6月14日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ○

失格となった業者から理由等をヒアリングした。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者数が見込めなかったので、全等級に拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

日本科学未来館　公式ウェブサイト及びウェブシステムの運用補佐及び保守業務

平成25年5月1日

(同)ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾎﾟｰﾄ

公 示 日 平成25年4月3日

平成25年4月23日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度ｻｲﾝﾎﾞｰﾄﾞ（ゆりかもめ 豊洲駅）年間掲出業務

平成25年4月1日

(株)ゆりかもめ

公 示 日 平成24年12月27日

平成25年1月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度ｻｲﾝﾎﾞｰﾄﾞ（ゆりかもめ 船の科学館駅・ﾃﾚｺﾑｾﾝﾀｰ駅）年間掲出業務

平成25年4月1日

(株)ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本企画

公 示 日 平成24年12月27日

平成25年1月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

日本科学未来館 全天周超高精細3D映像ｼｽﾃﾑAtmosの定期保守点検整備業務

平成25年4月1日

(株)五藤光学研究所

公 示 日 平成25年1月11日

平成25年1月31日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成２５年度 日本科学未来館 発券システム保守業務

平成25年4月1日

(株)ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ

公 示 日 平成25年1月18日

平成25年2月7日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度ｻｲﾝﾎﾞｰﾄﾞ（ゆりかもめ新橋駅･りんかい線東京ﾃﾚﾎﾟｰﾄ駅）年間掲出

平成25年4月1日

(株)近宣

公 示 日 平成24年12月27日

平成25年1月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成２５年度 日本科学未来館 基幹ネットワークシステム保守

平成25年4月1日

(株)ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ

公 示 日 平成25年1月11日

平成25年1月31日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度 高精細映像設備システム(4K･10G)定期点検保守・機器単体保守業務

平成25年4月1日

ﾈｯﾄﾜﾝｼｽﾃﾑｽﾞ(株)

公 示 日 平成25年1月17日

平成25年2月7日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度 Geo-Cosmos展示運用保守業務

平成25年4月1日

(株)電通

公 示 日 平成25年1月23日

平成25年2月12日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

平成25年度Geo-Paletteデータセンター運用業務

平成25年4月1日

(株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ

公 示 日 平成25年1月18日

平成25年2月8日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

日本科学未来館の施設賠償責任保険及び来館者傷害保険

平成25年5月20日

(財)日本博物館協会

公 示 日 平成25年4月26日

平成25年5月20日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ○

入札を辞退した業者から理由等をヒアリングした。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

公告期間を30日以上に延長するとともに、現場調査及びヒアリング等を実施し、業者が保険料算出の精度を上げる機会を提
供する。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

ｶﾗｰ複合機の保守及び消耗品供給(JST復興促進ｾﾝﾀｰ仙台事務所)一式

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ宮城(株)

公 示 日 平成25年2月1日

平成25年2月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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参加者確認公募

ｶﾗｰ複合機の保守及び消耗品供給(JST復興促進ｾﾝﾀｰ盛岡事務所)一式

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ岩手(株)

公 示 日 平成25年2月1日

平成25年2月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書
等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わ
る事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他にいないと考えられるため、業者等からの聴き取りをしていな
い。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

平成25年度会議サマリー作成者派遣

平成25年4月1日

(株)ｱｰﾊﾞﾝ･ｺﾈｸｼｮﾝｽﾞ

公 示 日 平成25年3月15日

平成25年3月25日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

再度公告により、入札期日の前日から起算して5日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の１級上位及び１級下位の参
加等級を加えている。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

カラー複写機保守

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ(株)

公 示 日 平成25年3月5日

平成25年3月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

カラー複合機の保守及び消耗品の供給

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ(株)

公 示 日 平成25年3月5日

平成25年3月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果
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一般競争入札

帳票出力用ﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀ(155EPS)の保守及び消耗品の供給

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ(株)

公 示 日 平成25年3月21日

平成25年3月29日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

再度公告により、入札期日の前日から起算して5日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

参加者数が見込めなかったので、全等級に拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

204

一般競争入札

複写機(ﾓﾉｸﾛ45枚機)3台の保守及び消耗品の供給

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ(株)

公 示 日 平成25年3月5日

平成25年3月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

205

一般競争入札

複写機(ﾓﾉｸﾛ3台)の保守及び消耗品の供給

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ(株)

公 示 日 平成25年3月5日

平成25年3月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

206

一般競争入札

複写機(ﾓﾉｸﾛ55枚機)3台の保守及び消耗品の供給

平成25年4月1日

浅野商事(株)

公 示 日 平成25年3月5日

平成25年3月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果



独立行政法人科学技術振興機構

207

一般競争入札

複写機及びｶﾗｰ複写機の保守及び消耗品の供給(XEROX DC559CP等)

平成25年4月1日

富士ｾﾞﾛｯｸｽ(株)

公 示 日 平成25年3月5日

平成25年3月21日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付していな
い。

②業務等準備期間の十分な確保 ○

業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○

入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○

入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載するととも
に質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事前説明の機会
が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×

現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果が得ら
れている。現状では電子入札の普及率や対応業者の数、導入及び維持コストの
点から時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×

対応可能な者が他に見当たらないため、業者等からの聴き取りはできない。

⑦競争参加資格の拡大 ○

予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下位の参
加等級まで拡大している。

一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票一者応札・応募事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

本案件を審議した契約監視委員会の委員

一者応札・応募の改善取組内容

開札日・
提 案 書
締 切 日

契 約 締 結 日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組として現在対応可能な方策は全て実施している。

契約監視委員会のコメント

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果


